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○ はじめに 

 

 わが国における急速な少子化の進行等を踏まえ、次世代の子どもたちが健やか

に生まれ、かつ、健全な育成を支援するためには、育成環境を社会全体として整

えていくことが必要なことから、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」

が成立し、由布市においても、同法に基づき「次世代育成支援のための特定事業

主行動計画」を策定し、職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう、ニ

ーズに即した次世代育成支援対策を推進してきました。 

 その後、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、女性の個性と

能力が十分に発揮できる社会を実現することを目的として、平成２７年９月に「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が成立したことを受けて、由布

市においては、次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律の行動計画を内包した「特定事業主行動計画（令和２年度～令和

６年度）」を令和２年４月に策定し、これまで目標を掲げて取り組んできたところ

ですが、計画期間が令和７年３月までとなっており、現段階における状況の把握

や新たな課題の分析、取組内容の検証などを行った上で引き続き取組を継続する

必要があることから、今回、令和７年度以降の行動計画を策定するものです。 

 この新たな行動計画においては、従前の計画を継承しつつ、職員が仕事と子育

ての両立を図ることができるよう、職員のニーズに即した次世代育成支援対策を

推進するとともに、性別等に関わらず職員の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）を推進し、子育てや介護などの個人のライフステージに応じて働き続

けることができる柔軟な働き方の実現など，仕事と家庭生活の双方の調和の実現

を目指していきます。 

 

 

 令和７年３月 

 

 

            由  布  市  長        相 馬 尊 重 

            由布市議会議長        甲 斐 裕 一 

            由布市教育長        橋 本 洋 一 

由布市消防長        大 嶋 陽 一 

由布市代表監査委員      大 塚 裕 生 

由布市選挙管理委員会委員長  浦 松 辰 信 

由布市農業委員会会長     坂 本 成 一 



2 

 

 

 

特定事業主行動計画 

 

計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨 

 「次世代育成支援対策推進法」及び「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律」に基づき策定する特定事業主行動計画です。 

 今回、これまでの行動計画や実績を踏まえ、女性職員の活躍推進やすべての職員

の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた取り組みを行い、

より一層、職員が仕事と家庭生活の両立ができるよう、職員のニーズに即した職場

環境の向上や整備することを目指します。 

 この計画は、常勤の職員（小中学校の職員など地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第３７条第１項に規定する県費負担教職員

を含む。）のほか、会計年度任用職員などの非常勤職員についても、法令や本市の条

例、規則、要綱等により定められた休暇制度等の範囲内でこの計画の対象とします。 

 

 

２ 計画期間 

 この計画は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間です。 

 

 

３ 計画の推進体制 

 この計画を効果的に推進するため、行動計画推進委員会を設置し、行動計画の進

行状況や職員のニーズの把握を行い、推進に当たっての課題の検討や実施に向けた

取り組みを行います。 
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次世代育成・女性活躍推進 由布市特定事業主行動計画推進状況報告 

 

Ⅰ．目的 

  令和２年度に策定した由布市特定事業主行動計画を推進し、着実に実施してい 

 くために取組状況や実績を報告するもの 

 

Ⅱ．実施期間 

  次世代育成・女性活躍推進 由布市特定事業主行動計画 

   令和２年４月１日から令和７年３月３１日 

 

Ⅲ．取組状況と実績 

 

取組内容 
実   績 

（R6 年度分は R6.12 末現在） 

計画種別 

次世

代 

女性

活躍 

１．既存の諸制度の周知徹底 

 

 育児休業制度などの諸制度を理解してい

ただくため、母性保護、出産費用の給付等

の経済的支援制度、子どもの出産時におけ

る男性職員の特別休暇制度、子どもの看護

休暇制度等の既存の制度に関し、分かりや

すくまとめたハンドブックを作成するとと

もに、メール配信等を行うことにより制度

の周知徹底を図ります。 

 ハンドブックは、適宜改正し、その都度

庁内 LAN の掲示板で全職員に周知しまし

た。 

〇 ― 

２．職員の勤務環境の整備 

 

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

 妊娠中及び出産後を通じて、母子の健康

を適切に確保するため、次の取組みを行い、

職場全体で母性保護及び母性健康管理に配

慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

〇 〇 
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① 母性保護及び母性健康管理の観点から

設けられている特別休暇等の制度につい

て、周知を図ります。 

② 出産費用の給付等の経済的支援措置に

ついて、周知します。 

③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必

要に応じて職場の応援体制や業務分担の見

直しを図ります。 

④ 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に

応じて、超過勤務を原則として命じないこ

ととしていますが、さらに職員全体への周

知を図ります。 

① 適時周知を行っています。 

 

 

② ハンドブックの改正を行う際に追加記

載をしています。 

 

③ 所属内での配慮と必要な係異動による

体制の充実を行っています。 

 

④ 所属長による母体安全重視の配慮や本

人希望の優先を行っています。 

（２）子どもの出産に伴う父親の休暇取得

促進 

 妻の就労の有無に関わらず、男性職員の

育児参加を促進するため、次の取組みを行

い、特別休暇等の制度の積極的な活用を促

します。 

① 子どもの出生に伴う父親の特別休暇に

ついて周知し取組の促進を図り、併せて年

次休暇の取得促進を図ります。 

② 妻の産後等の期間中に伴う父親の特別

休暇について周知し取得の促進を図り、併

せて年次休暇の取得促進を図ります。 

①・②ハンドブックで周知しています。 〇 〇 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整

備等 

ア．育児休業、部分休業及び育児短時間勤 

  務制度等の周知 

① 育児休業等に関する制度の周知を図る

とともに、男性職員の育児休業等の取得促

進についても周知を図ります。 

② 育児休業ハンドブック等を作成し、育児

休業の取得手続や経済的な支援等について

も情報提供を行うとともに、随時相談に応

じます。 

③ 妊娠を申し出た職員に対し、育児休業等

 

 

 

 

 

 

①・②ハンドブックで周知しています。 

 

 

③ 対象の職員に随時個別に対応し、説明し

ています。 

 令和 2年度 3 人 令和 3年度 6 人 

〇 〇 
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の制度・手続について説明を行います。 

④ 研修等において、母性保護、育児休業、

部分休業、休暇、時間外勤務の制度など、

育児に伴う制度の説明を行います。 

 

イ．育児休業、部分休業等の充実 

① 配偶者が育児休業をしている職員につ

いても、育児休業ができる制度の周知を図

ります。 

② 子の出生の日から一定期間内に最初の

育児休業をした職員について再度の育児休

業ができる制度の周知を図ります。 

③ 配偶者が育児休業している職員につい

ても、部分休業ができる制度の周知を図り

ます。 

 

ウ．育児休業等経験者に関する情報提供 

 育児休業等の取得促進を啓発するため、

育児休業等経験者の体験等に関する情報を

収集して提供します。 

 

エ．育児休業に伴う臨時的任用制度等の活 

  用 

 部署内の事情により、育児休業中の職員

の業務を遂行することが困難なときは、臨

時的任用制度等の活用による適切な代替要

員の確保を図ります。 

 

オ．育児休業を取得した職員の円滑な職場 

  復帰の支援 

 育児休業を取得した職員が、スムーズに

職場復帰ができるよう、次の取組みを行い

ます。 

① 育児休業中の職員に対して、休業期間中

の広報紙や通知の送付等を行い、さらに、

休業中の職員への支援に努めます。 

 令和 4年度 4 人 令和 5度度 6 人 

 令和 6年度 6 人 

 

④ 毎年４月に開催される「管理職研修」に

て周知徹底を図っています。 

 

 

 

 

 

①・②・③ハンドブックで周知しています。 

 

 

 

 

 

 女性職員は、育児休業者取得率１００％、

男性職員の育児休業取得者は２０％（Ｒ５

実績）に留まっています。 

 

 

 課内で分担の見直しなどを行ってもらっ

た上で、人数的に業務遂行が困難な場合代

替要員（会計年度任用職員）を雇用しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 毎月随時本人宛に必要な書類などを郵

送したり、給与控除の関係にて本人に連絡

を取る等適宜行っています。 



6 

 

② 職員が復帰したときは、職員の不安を取

り除きスムーズに職場復帰するために、Ｏ

ＪＴ研修等を実施します。 

 以上のような取組を通じて、男性の育児

休業又は部分休業等の取得率を３０％以上

の達成に努めます。 

（父親の特別休暇の取得率を含む。） 

② ＯＪＴ研修は行えていません。 

 男性職員の育児休業の取得率は向上して

います。 

 父親も取ることができる特別休暇（「子の

看護休暇」や「出産補助休暇」など）の取

得は定着してきています。 

（４）超過勤務の縮減 

 育児を行う職員の深夜勤務・超過勤務の

制限措置を周知し、その活用を促すととも

に、一層の超過勤務の縮減に向け、次の取

組みを行います。 

ア・３歳に満たない子及び小学校就学の始 

  期に達する子のある職員の深夜勤務及 

  び超過勤務の制限の制度の周知 

① ３歳に満たない子のある職員の超過勤

務をさせてはならない等制度の周知を図り

ます。 

② 小学校就学の始期に達する子のある職

員の深夜勤務及び超過勤務の制限の制度の

周知を図ります。 

 

イ．ノー残業デーの実施 

① ノー残業デーについて、通知文書及びメ

ール等による一層の周知・啓発を行い、職

場の意識改革を図ります。 

② 定時退庁ができない職員が多い部署を

人事当局が把握し、所属長への指導を行い、

定時退庁の促進を図ります。 

 

ウ．事務の簡素合理化の推進 

① 定例・恒常的業務に係る事務処理のマニ

ュアル化について、一層の推進を図ります。 

② 新たに行事等を実施する場合には、目

的、効果、必要性等について十分検討の上

実施し、併せて既存の行事等との関係を整

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①・②ハンドブックで周知しています。 

 

 

 

 

① 毎週水曜日に庁内ＬＡＮの掲示板を利

用し、意識付けの啓発として配信し１７時

１５分頃から各振興局長が庁舎内を巡回し

職員に注意喚起をしています。 

② 必要に応じて振興局長から情報を収集

し、時短検討委員会で超過勤務報告書内の

改善計画などから該当する所属長に連絡や

来課していただき指導しています。 

 

① 各課に事務処理マニュアルを作成の指

示は出されましたが、その後、集約・見直

し等の進捗管理ができていません。 

② 新たな行事を実施する際は、十分に実施

担当課内で協議し、総務課長（必要に応じ

〇 〇 
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理し、代替的に廃止できるものは廃止しま

す。 

③ 会議・打ち合わせについては、極力メー

ル、掲示板等の電子媒体を活用し、簡素合

理化を図ります。 

 

エ．超過勤務の縮減のための意識啓発等 

① 所属ごとの超過勤務の状況を把握して、

管理職員の超過勤務の縮減に関する認識の

徹底を図ります。 

② 管理職に対し、超過勤務の命令及び超過

勤務の取扱いについて、適正な運用の周知

を図ります。 

③ 所属長は、超過勤務の状況及び超過勤務

が特に多い職員の状況を把握し、所属職員

の超過勤務の縮減についての認識の徹底を

図ります。 

 以上のような取組みを通じて、各職員の

１年間の超過勤務時間数について、上限目

安時間３６０時間の達成に努めます。 

ては副市長）・担当管理職等の管理職レベル

でも事前に検討し、実施を行っています。 

③ 必要最大限、電話やメールなどで済む簡

易的な打ち合わせについては活用して行っ

ています。 

 

① 定期的に時間外勤務の集計表を各課の

所属長へ通知しています。 

 また、月３０時間を超えた職員がいる場

合は超過勤務報告書を提出させ、時短検討

委員会で内容を協議し、改善を図るように

努めています。 

② 予算執行説明会や管理職研修など、遂次

管理職に対して「時間外勤務等に関する指

針」に基づき、適正運用について周知徹底

を行っています。 

③ 所属長は時間外勤務に関し、状況把握を

した上で超過勤務報告書内の改善計画を提

出しており、その中で縮減に向けて認識の

徹底を図っています。 

 

 超過勤務時間数が上限目安時間３６０時

間を超えた人数 

 令和 2年度 35 人 令和 3年度 13 人 

 令和 4年度  8 人 令和 5年度  1 人 

 令和 2 年度、3 年度は豪雨災害対応及び

コロナ対策の影響で超過勤務者が増大しま

した。 

（５）健康面の配慮 

 職員が健康で、仕事と子育ての両立が図

れるよう、次の取組みを進めます。 

① 超過勤務の多い職員に対する健康診断

の受診指導等、健康面における指導の徹底

を図ります。 

② 関係機関が実施する健康相談等の活用

について、一層の周知を図ります。 

① 規定時間（週１０時間・月３０時間）を

超えた回数が多い職員や時間外勤務時間が

突出して多い職員には所属長や本人とヒア

リングを行い、指導をしています。 

 安全衛生委員会で、所属長と本人に産業

医の面接指導を時間外勤務が月４５時間以

上の者には勧奨、月１００時間を超える者

には指示しています。 

〇 〇 
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② 健康相談や健康教室等を積極的に周知

しています。 

（６）休暇の取得の促進 

 職員の心身の健康増進、家庭生活におけ

る諸事に参加する環境を醸成するため、次

の取組みを進め、休暇の取得促進を促しま

す。 

ア．年次休暇を取得しやすい環境の整備等 

① 政策会議等の場において、担当部署から

定期的に休暇の取得促進を徹底させ、職場

の意識改革を図ります。 

② 所属長に対して、部下の年次休暇の取得

状況を把握させ、計画的な年次休暇の取得

を指導させます。 

③ 年間の年次休暇取得目標日数を設定し、

また定期的な休暇の取得の確実な実行を図

ります。 

④ 担当部署は、年次休暇の取得状況の確認

を行い、取得率の低い部署の所属長から聴

き取りを行った上、指導を行います。 

⑤ 安心して職員が年次休暇の取得ができ

るよう、所属内の事務処理において相互応

援ができる体制の整備を図ります。 

 

イ．年次休暇の取得の促進 

① 乳幼児健康診査、子どもの予防接種の実

施日や入学（園）式、卒業（園）式、授業

参観日等、子どもの行事における年次休暇

の促進を図ります。 

② 国民の祝日や夏季休暇とあわせ、連続し

た年次休暇の取得促進を図ります。 

③ ゴールデン・ウィ－クやお盆期間におけ

る公式会議の自粛を図ります。 

 以上のような取組みを通じて、職員１人

当たりの年次休暇の取得が１５日以上にな

るように努めます。 

 

① 毎年４月の管理職研修、政策会議などで

職員の休暇制度の説明及び取得促進につい

て取得しやすい職場作りの意識徹底を図る

とともに、ハンドブック内でも「効果的・

計画的に休暇を取りましょう！」という呼

びかけを行っています。 

② 管理職が、職員の休暇取得状況を逐次把

握し、年次有給休暇については取得促進を

行っています。 

③ 目標は計画内で「１５日」となっていま

す。 

 令和 2年  9.3 日 令和 3年 11.9 日 

 令和 4年 10.5 日 令和 5年 14.4 日 

④ 取得率の低い部署の分析を行うと「事業

が多く事業や予定が入っていると他の人に

代われないので、年休の消化に至らない。」

とのことでした。現状では、改善できてい

ません。 

⑤ グループ制を推進し、業務を複数で担当

し、課内で調整できる体制の強化が必要で

す。 

 

① 休暇制度の研修などの際は、計画的に取

得させるため、取得の喚起をしています。 

 

② 政策会議や管理職研修等で説明し、促進

に繋げています。 

 

③ 職員が休暇を取得しやすいようにこの

期間に会議の日程を組まないように配慮し

ています。 

 

 

〇 〇 
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ウ．子どもの看護を行う等のための特別休 

  暇の取得 

 子どもの看護及び介護を行うための特別

休暇等の制度を周知するとともに、その取

得を希望する職員に対して、取得しやすい

職場環境の醸成を図ります。 

 

  

  

 管理職が対象職員に積極的な取得を働き

かけられるように、年度当初の管理職研修

での理解徹底を図っています。 

（７）職場優先の意識や固定的な性別役割

分担意識等の是正のための取組み 

① 階層別研修や男女共同参画推進研修等

において、職員が職場で能力を十分に発揮

しながら、家庭や地域社会に参画できるよ

う、意識啓発に努めるとともに、固定的な

男女の役割分担意識等を解消するための情

報提供等による意識啓発を進めます。 

② セクシャルハラスメント防止のため、研

修カリキュラムの充実を図ります。 

 

 

① 階層別研修や男女共同参画推進研修等

は、実施できていません。 

 

② 人権研修や職員研修の機会を活用して、

セクシャルハラスメントに限らず、あらゆ

るハラスメント防止の研修を実施しまし

た。 

 

〇 〇 

３．その他の次世代育成支援対策に関する 

    事項 

 地域社会の中で、子どもたちの豊かな人

間性を育むための次世代育成支援対策につ

いて、次の取組みを推進します。 

（１）子育てバリアフリー 

① 来庁者のために、庁舎において、乳幼児

と一緒に安心して利用できるトイレやベビ

ーベッドの設置等を計画的に行います。 

② 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁で

きるよう、親切な応接対応等のソフト面で

のバリアフリーの取組みを推進します。 

 

 

① 本庁舎方式による庁舎建設・改修で多目

的トイレや授乳室を設置しました。 

 

② 担当課職員（窓口や子育て、福祉など）

は、日頃から心がけており、市職員として

も基本的接遇マナーであり、各研修（初任

者研修や接遇マナー研修）や接遇ハンドブ

ックの配付等を通じて習得や確認を逐次行

っています。 

〇 ― 

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活

動 

ア．子どもの体験活動等の支援 

① 子ども・子育てに関するスポーツやレク

リエーション活動等の地域貢献活動に関し

て、職員の積極的な参加を支援します。 

② 子どもが参加する学習会等の行事にお

 

① 小・中学校での活動やスポーツ少年団な

どの指導者として関わり、市の中体連にお

ける審判要請については、職免扱いとする

など参加支援を行っています。 

 

② 交通指導員やスポーツ推進員などに職

〇 ― 



10 

 

いて、要請があった場合には職員が専門分

野を生かした指導を実施します。 

イ．子どもを交通事故から守る活動の実施 

  や支援 

① 交通事故予防について、関係機関と連携

して取組み、地域及び職場における交通事

故防止活動等への職員の積極的な参加を呼

びかけます。 

② 職員に対して、交通安全講習会や専門機

関等による安全運転に関する研修を計画的

に実施します。 

 

ウ．安全で安心して子どもを育てられる環 

  境の整備 

 子どもを安全な環境で安心して育てるこ

とができるよう、地域住民等の自主的な防

犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活

動等への職員の積極的な参加を呼びかけま

す。 

員が従事し、その分野において要請があれ

ば積極的に参加、実施しています。 

 

 

① 交通指導員や防犯パトロール、地域自治

区での交通安全指導などにも積極的に参加

しています。 

 

② 職員に対して、定期的に交通安全運動の

啓発活動を実施しました。 

 

 

 

 

 防犯組織や地域活動等への積極的参加を

持続的に進めていき、少しでも環境づくり

が形成できるよう推進していきます。 

（３）子どもと触れ合う機会の充実 

① 運動会や地域・職場におけるレクリエー

ション活動等の実施に当たっては、子ども

を含めた家族全員で参加できるように呼び

かけます。 

② 子どもが参加する地域においての活動

やイベント等の行事への職員の積極的な参

加を呼びかけます。 

 

 

①・②所属長だけでなく同じ職場の職員同

士で協力して、学校行事等に積極的に参加

できるように年次有給休暇を取得できるよ

うに配慮しています。 

〇 ― 

４．採用、キャリア形成、登用 

（１）女性職員の採用拡大 

① 採用者の女性割合を３０％以上にする。 

② 採用職種の見直し（職種の増加） 

③ 採用試験を無料就職応援サイト等へ積

極的に掲載し、対外的にもアピールする。 

 令和 2年度 35.3%（6/17 人） 

 令和 3年度 30.8%（4/13 人） 

 令和 4年度 33.3%（5/15 人） 

 令和 5年度 46.7%（7/15 人） 

 令和 6年度 58.3%（7/12 人） 

 令和２年度に新たに管理栄養士枠を設け

１名採用しています。 

 無料就職応援サイト等を活用して由布市

の魅力を情報発信していきます。 

― 〇 
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（２）管理職への女性職員の登用拡大 

① 毎年の管理職地位にある職員に占める

女性割合を１０％以上にする。 

② 課長・課長補佐の各役職段階における人

材プールの確保と管理職地位への人材育成 

③ 女性職員を人事・財政・企画など多様な

ポストにより一層配置し、将来を見据えた

人事を行う。 

 令和 2年度 12.0%（ 6/50 人） 

 令和 3年度 15.6%（ 7/45 人） 

 令和 4年度 17.8%（ 8/45 人） 

 令和 5年度 26.1%（12/46 人） 

 令和 6年度 23.9%（11/46 人） 

 

 課長補佐以上の職位に女性の占める割合 

 令和 2年度 19.5%（16/82 人） 

 令和 3年度 17.9%（14/78 人） 

 令和 4年度 20.5%（17/83 人） 

 令和 5年度 22.1%（19/86 人） 

 令和 6年度 23.9%（21/88 人） 

 

 人事（総務）・財政・企画分野の女性職員

の配置 

 令和 2年度 1 人 令和 3年度 1 人 

 令和 4年度 1 人 令和 5年度 4 人 

 令和 6年度 4 人 

― 〇 
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現状と課題 

 

１ 職員の意識調査 

 計画の見直しにあたり、ワーク・ライフ・バランスや女性活躍推進、両立支援に

関する職員の意識やニーズ、これまでの行動計画の取組結果を把握するため、職員

アンケートを行いました。 

 

 〇特定事業主行動計画の見直しに係る職員アンケート 

  調査日時 令和７年２月２１日から令和７年３月５日まで 

  対象者  全常勤職員 

  回答者  ２３６人 

 

 

 アンケート結果全体については、別紙「特定事業主行動計画策定のためのアンケ

ート調査結果について」のとおりです。 

 このうち、特に考慮すべき項目は次のとおりとなっています。 

 

 

 ◆育児休業の取得について 

  問７ 育児休業の取得を促進するために取り組むことが必要と思われる事項 

  （複数回答） 

   １ 業務遂行体制の工夫・見直し   

   ２ 職場の意識改革  

   ３ 休業期間中の経済的支援の拡大  

   ４ 育児休業等の制度の内容に関する情報提供  

   ５ 育児休業経験者の体験談等に関する情報提供  

   ６ 休業者に対する職場の状況に関する情報提供  

   ７ 職場復帰時の研修等の支援  

   ８ その他 

 

 

   「業務遂行体制の工夫・見直し」が 162 人と最も多く、次いで「職場の意識 

   改革」が 138 人と多かった 
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  問８ 由布市では妻の就労の有無に関わらず、男性職員の育児参加（育児休業） 

   を推進しています。（取得率目標値 30％以上）あなたは男性の育児休業取得 

   について、１「積極的に進めるべき」が 129 人（54.7％） ２「どちらかと言 

   うと進めるべき」が 62 人（26.3％） ３「どちらとも言えない」45 人（19.0％）  

   ４「どちらか と言うと進めるべきではない」、５「進めるべきではない」と 

   回答した人はいなかった。 
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  問９ 同じ課の職員など周囲の方が育児休業を取得したら、どのように感じま 

   すか。 

   １「応援する」は 165 人（69.9％） ２「負担が増えるので取得してほしくな 

   い」が 18 人（7.6％） ３「何も思わない」53 人（22.5％） 

 

 

 

 

 ◆休暇の取得について 

  問１５ あなたが年次有給休暇を取得する平均的な日数として、２「１０日以  

   上２０日未満」が 156 人（66.1％）で最も多く、次いで３「５日以上１０日  

   未満」が 56 人（23.7％）だった。 
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  問１９ 休暇の取得を促進するために取り組むことが必要と思われる事項 

  （複数回答） 

   １ 業務遂行体制の工夫・見直し   

   ２ 職場の意識改革  

   ３ 年次有給休暇の計画表の活用・実施  

   ４ 職場の業務予定の職員への早期周知  

   ５ ゴールデンウィーク期間、夏季等における連続休暇の取得促進  

   ６ 職員やその家族の記念日における休暇や学校行事への参加等のための休 

     暇の取得促進  

   ７ その他 

    

 

   １「業務遂行体制の工夫・見直し」が 161 人で最も多く、次いで２「職場の 

   意識改革」が 120 人、６「職員やその家族の記念日における休暇や学校行事 

   への参加等のための休暇の取得促進」が 95 人だった。その他の回答としては、 

   「特に上司の意識改革」、「ワークライフバランスを自ら考え休暇を取得すれ 

   ばよい。休めない部署はないと思う。」、「人員の増強」などであった。 
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 ◆超過勤務について 

  問２１ 超過勤務を減らすために効果的と思われる方法（複数回答） 

   １ 超過勤務を減らす、職場全体の雰囲気づくり   

   ２ 事務の簡素化、合理化  

   ３ ノー残業デーの徹底（強化）  

   ４ 個々の職員の心がけ  

   ５ 上司が指示を的確にする  

   ６ 上司が率先して帰る  

   ７ その他 

 

 

   ２「事務の簡素化、合理化」が 168 人で最も多く、次いで４「個々の職員の 

   心がけ」が 100 人、１「超過勤務を減らす、職場全体の雰囲気づくり」が 94 

   人だった。 

 

  〇その他の主な回答 

  ・人員不足のため個々の業務負担が多いことが課題である、人員増が望ましい 

  ・窓口などのアウトソーシング（派遣など）入れることも必要では 

  ・超過勤務しないように仕事を計画的に進め、そのうえで超過勤務が必要にな 

   る場合はやむを得ないと思う 

  ・事務の平準化 一人係の解消 
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 ◆職場環境について 

  問２３ あなたの職場は、育児・介護をするうえで働きやすい職場だと思いま 

   すか。 

   １「そう思う」が 65 人（27.5％）、２「どちらかと言うとそう思う」が 71 

   人（30.1％）、３「どちらとも言えない」が 50 人（21.2％）、４「どちらかと 

   言うとそう思わない」25 人（10.6％）、５「そう思わない」が 25 人（10.6％） 

   だった。 

 

 

 

 

 ◆女性の活躍推進について 

  問２６ 女性が活躍できる仕事・職場環境にするために必要だと思われるもの 

  （複数回答） 

   １ 職場の上司・同僚が、女性が働くことについて理解があること 

   ２ 子育て・介護との両立について、職場の支援制度が整っていること 

   ３ 時間外勤務の必要がないこと、勤務時間が柔軟であること 

   ４ 身近に活躍している女性（ロールモデル）がいること 

   ５ 仕事の内容にやりがいがあること 

   ６ その他 

 

 

   ２「子育て・介護との両立について、職場の支援制度が整っていること」が 

   165 人で最も多く、次いで１「職場の上司・同僚が、女性が働くことについ 

   て理解があること」が 98 人、３「時間外勤務の必要がないこと、勤務時間が 
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   柔軟であること」が 89 人だった。その他の回答としては、「女性管理職が少  

   ないからという理由で登用すべきという考えでなく、男女問わずに能力があ 

   る者が管理職に登用されれば良いと思う。」、「女性職員が仕事をしやすいよう 

   に環境を整備する。職場風土の変革と理解。」などであった。 
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２ 課題 

 第二次行動計画における取組の達成状況に加え、女性活躍推進に関するアンケー

トを踏まえて、現状において、次の課題が挙げられます。 

 

 １ 既存の諸制度の周知徹底 

  「由布市休暇制度ハンドブック」について、一部その存在を知らない職員がい 

  ることが分かっています。 

   若年層世代（特に 20 代）への周知徹底の強化を図るとともに、配偶者の有無 

  に関係なく、全ての職員に妊娠・出産・育児に関する制度を知ってもらい、制 

  度への理解を深めてもらう取組が必要です。 

 

 ２ 職員の勤務環境の整備 

   育児休業の取得を推進するにあたり、人員不足等により引き継ぐ職員の業務 

  負担の増加が懸案となっています。また、勤務形態の関係上、取得そのものが 

  困難な職場も存在しているのが実状です。 

   推進と併せて、適正人員の確保、業務遂行体制の工夫や見直しなど環境整備 

  をおこなっていく必要があります。 

 

 ３ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

   子どもたちの豊な人間性を育むため、子どもに関するレクレーション等の地 

  域貢献活動への参加、子どもを交通事故から守る活動など、職員が積極的に支 

  援活動に関わっていくことが重要です。 

  

 ４ 採用、キャリア形成、登用 

   社会情勢等の影響により公務員の採用人員の確保が難しくなっています。 

   試験方法の見直しにより、一定の受検者数はあるものの、年度によっては結 

  果として定員に満たない状況も見受けられます。 

   市の魅力等、対外的なアピール活動をおこなっていく必要があります。 

   女性のキャリア形成においては、人事・財政、企画など多様なポストにより 

  一層配置し、将来を見据えた人事をおこなう必要があります。 
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計画の具体的な内容 

 現状と課題を踏まえ、今後取り組むべき内容を次のとおり設定します。 

 

 

１ 既存の諸制度の周知徹底 

 育児休業制度などの諸制度を理解していただくため、母性保護、出産費用の給付

等の経済的支援制度、子どもの出産時における男性職員の特別休暇制度、子どもの

看護休暇制度等の既存の制度に関し、分かりやすくまとめたハンドブックを活用す

るとともに、政策会議や各種研修、庁内 LAN の掲示板等で制度の周知徹底を図り

ます。 

 若年層の職員を対象とした研修等で休暇制度を周知する機会を設け、ハンドブッ

ク等の資料の提供を積極的に行います。 

 具体的には、全ての職員が由布市休暇制度ハンドブックを「活用している」、妊娠・

出産。育児休業等サポートハンドブックを「活用している」「知っている」となるよ

うに周知を図ります。 

  

２ 職員の勤務環境の整備 

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

   妊娠中及び出産後を通じて、母子の健康を適切に確保するため、次の取組み

を行い、職場全体で母性保護及び母性健康管理に配慮します。 

① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度につ

いて、周知を図ります。また、必要に応じて随時保健師が相談に応じます。 

② 出産費用の給付等の経済的支援措置について、周知します。 

③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて職場の応援体制や業務 

分担の見直しを図ります。 

④ 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じて、超過勤務を原則として命じ

ないこととしていますが、さらに職員全体への周知を図ります。 

 

（２）子どもの出産に伴う父親の休暇の取得の促進 

      妻の就労の有無に関わらず、男性職員の育児参加を促進するため、次の取り

組みを行い、特別休暇等の制度の積極的な活用を促します。 

① 子どもの出生に伴う父親の特別休暇（出産補助休暇）について周知し取得の

促進を図り、併せて年次有給休暇の取得促進を図ります。 

② 妻の産後等の期間中に伴う父親の特別休暇（育児参加休暇）について周知し

取得の促進を図り、併せて年次有給休暇の取得促進を図ります。 
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（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

   育児休業等に対する職員の意識改革を進め、特に男性職員の育児休業等の取

得を促すため、次の取組みを行い、制度内容についての周知を図ります。 

ア 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務制度等の周知 

① 育児休業等に関する制度の周知を図るとともに、男性職員の育児休業等の取

得促進についても周知を図ります。 

② 育児休業ハンドブック等を活用し、育児休業の取得手続や経済的な支援等に

ついて情報提供を行うとともに、随時相談に応じます。 

③ 妊娠を申し出た職員に対し、育児休業ハンドブック等を活用して制度・手続

について説明を行います。 

④ 研修等において、母性保護、育児休業、部分休業、休暇、時間外勤務の制度

など、子育てに伴う制度の説明を行います。 

  

イ 育児休業、部分休業等の充実 

① 配偶者が育児休業をしている職員に育児休業が取得できる制度の周知を図

ります。 

② 子の出生日から一定期間内（出産後５７日まで）に最初の育児休業をした

職員について再度の育児休業ができる制度の周知を図ります。 

③ 配偶者が育児休業している職員に部分休業ができる制度の周知を図ります。 

  

ウ 育児休業等経験者に関する情報提供 

○ 育児休業等の取得促進を啓発するため、育児休業等経験者の体験等に関

する情報を収集して提供します。 

 

エ 育児休業に伴う臨時的任用制度等の活用 

   ○ 職場内の事情により、育児休業中の職員の業務を遂行することが困難な

ときは、臨時的任用制度等の活用による適切な代替要員の確保を図ります。 

 

オ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

    育児休業を取得した職員が、スムーズに職場復帰ができるよう、次の取り

組みを行います。 

① 育児休業中の職員に対して、休業期間中の広報紙や通知の送付等を行い、

さらに、休業中の職員への支援に努めます。 

② 職員が復帰したときは、職員の不安を取り除きスムーズに職場復帰するた

めに、ＯＪＴ研修等を実施します。 

③ 職員が復帰したときに子育てと仕事が両立できるよう、アドバイスや支援
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ができるように先輩職員のメンター（支援者、指導者）を設けます。 

 

◎ 以上のような取組みを通じて、男性の育児休業又は部分休業等の取得率を 

７０％以上の達成に努めます。 

 

（４）超過勤務の縮減 

   子育てを行う職員の深夜勤務・超過勤務の制限措置を周知し、その活用を促

すとともに、一層の超過勤務の縮減に向け、次の取り組みを行います。 

 

ア ３歳に満たない子及び小学校就学の始期に達する子のある職員の深夜勤務及

び超過勤務の制限の制度の周知 

① ３歳に満たない子のある職員の超過勤務の制限等、制度の周知を図ります。 

②  小学校就学の始期に達する子のある職員の深夜勤務及び超過勤務の制限等、

制度の周知を図ります。 

 

イ ノー残業デーの実施 

① ノー残業デーについて、通知文書及び庁内 LAN の掲示板等による一層の周

知・啓発を行い、職場の意識改革を図ります。 

② 定時退庁ができない職員が多い部署を総務課が把握し、所属長への指導を行

い、定時退庁の促進を図ります。 

 

ウ 事務の簡素合理化の推進 

① 定例・恒常的業務に係る事務処理のマニュアル等整備し、簡素合理化を図り

ます。 

② 新たに行事等を実施する場合には、目的、効果、必要性等について十分に検

討した上で実施し、併せて、既存の行事等との関係を整理し、代替的に廃止

できるものは廃止します。 

③ 会議・打ち合わせは、極力メール、庁内 LAN の掲示板等の電子媒体を活用

し、簡素合理化に努めます。 

  

エ 超過勤務の縮減のための意識啓発等 

 職員アンケートで「職場は超過勤務の縮減に取り組んでいますか」の設問に対し

て、「そう思う」「どちらかと言うとそう思う」の回答が５２．９％でした。今後は、

この回答割合が７０％以上となるよう取り組みます。 

① 所属ごとの超過勤務の状況を把握して、管理職員の超過勤務の縮減に関する

認識の徹底を図ります。 
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② 管理職に対し、超過勤務の命令及び超過勤務の取り扱いについて、適正な運

用の周知を図ります。 

③ 所属長は、超過勤務の状況及び超過勤務が特に多い職員の状況を把握し、所

属職員の超過勤務の縮減についての認識の徹底を図ります。 

 

 ◎ 以上のような取り組みを通じて、各職員の１年間の超過勤務時間数について、

上限目安時間３６０時間の達成に努めます。 

（５）健康面の配慮 

   職員が健康で、仕事と子育ての両立が図れるよう、次の取り組みを進めます。 

① 超過勤務の多い職員に対する健康診断の受診指導等、産業医による面接指導

の勧奨等、健康面における指導の徹底を図ります。 

② 関係機関が実施する健康相談等の活用について、一層の周知を図ります。 

 

（６）休暇の取得の促進 

   職員の心身の健康増進、家庭生活における諸事に参加する環境を醸成するた

め、次の取組みを進め、休暇の取得を促します。 

ア 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備等 

① 政策会議等で担当部署から定期的に休暇の取得促進を徹底させ、職場の意識

改革を図ります。 

② 所属長は、職員一人ひとりの年次有給休暇の取得状況を把握し、月ごとに１

日以上の年次有給休暇を取得するよう推進します。 

③ 年間の年次有給休暇取得目標日数を設定し、また、定期的な休暇の取得の確

実な実行を図ります。 

④ 担当部署は、年次休暇の取得状況の確認を行い、取得率の低い部署の所属長

から聞き取りを行い、指導します。 

⑤ 安心して職員が年次有給休暇の取得ができるよう、所属内の事務処理におい

て相互に応援ができる体制の整備を図ります。 

 

イ 年次有給休暇の取得の促進 

① 乳幼児健康診査、子どもの予防接種の実施日や入学（園）式、卒業（園）式、

授業参観日等、子どもの行事における年次有給休暇の取得促進を図ります。 

② 国民の祝日や夏季休暇とあわせ、連続した年次有給休暇の取得促進を図りま

す。 

③ ゴールデン・ウイークやお盆期間における公式会議の自粛を図ります。 

 

◎ 以上のような取組みを通じて、職員１人当たりの年次有給休暇の取得日数が 
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 １５日以上となるように努めます。 

 

ウ 子どもの看護等を行うための特別休暇の取得の促進 

○ 子どもの看護及び介護を行うための特別休暇等の制度を周知するとともに、

その取得を希望する職員に対して、取得しやすい職場環境の醸成を図ります。 

 

（７）職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組み 

   職員が職場優先の考え方を改め、仕事と子育ての両立が図られるよう、また、男

女共同参画の推進が図れるよう、次の取り組みを進めます。 

① 階層別研修や男女共同参画推進研修等において、職員が職場で能力を十 

  分に発揮しながら、家庭や地域社会に参画できるよう、意識啓発に努め 

るとともに、固定的な男女の役割分担意識等を解消するための情報提供 

等による意識啓発を進めます。 

② あらゆるハラスメント防止のため、研修カリキュラムの充実を図ります。 

③ マタニティハラスメントを含め、あらゆるハラスメントの防止に管理職が率 

 先して取り組みます。 

 

３ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

  地域社会の中で、子どもたちの豊かな人間性を育むための次世代育成支援対策

について、次の取り組みを推進します。 

 

（１）子育てバリアフリー 

① 来庁者のために、庁舎において、乳幼児と一緒に安心して利用できるよう

にトイレやベビーベッドの分かりやすい案内表示等を行い、ベビーカーで

も利用しやすい通路等の整備を行います。 

② 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な接遇等のソフト面

でユニバーサルデザインを積極的に取り入れます。 

 

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

  ア 子どもの体験活動等の支援 

① 子ども・子育てに関するスポーツやレクリェーション活動等の地域貢献活動

に関して、職員の積極的な参加を支援します。 

② 子どもが参加する学習会等の行事において、要請があった場合には職員が

専門分野を生かした指導を実施します。 

 

イ 子どもを事件や交通事故から守る活動の実施や支援 
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① 子どもの事件予防については、学校のＰＴＡ・地域の防犯活動への、交通

事故予防について、関係機関と連携して取組み、地域及び職場における交

通事故防止活動等への職員の積極的な参加を呼びかけます。 

② 職員に対して、交通安全講習会や専門機関等による安全運転に関する研修

を計画的に実施します。 

 

ウ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 

  子どもを事件・事故から守り、安全な環境で安心して育てることができるよ

う、地域住民等の自主的な防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等へ

の職員の積極的な参加を呼びかけます。 

 

（３）子どもと触れ合う機会の充実 

① 運動会や地域・職場におけるレクリェーション活動等の実施に当たっては、 

 子どもを含めた家族全員で参加できるように呼びかけます。 

② 子どもが参加する地域においての活動やイベント等の行事への職員の積極

的な参加を呼びかけます。                     

  

４ 採用、キャリア形成、登用 

（１） 女性職員採用拡大 

① 採用者の女性割合を３０％以上にします。 

② これまでのように引き続き採用職種を見直し、女性が働く職種を拡大して

いきます。 

③ 採用試験を無料就職応援サイト等へ積極的に掲載し、対外的にもアピール

していきます。 

 

（２） 管理職への女性職員の登用拡大 

① 毎年の管理職地位にある職員に占める女性割合を１０％以上にします。 

② 課長・課長補佐の各役職段階における人材プールの確保と管理職地位の人材

育成を図ります。 

③ 女性職員を人事・財政・企画など多様なポストにより一層配置し、将来を見

据えた人事を行います。 

 

（３） 管理職への意識啓発 

管理職向けの研修の際に、女性職員の活躍機会の拡大に向けた啓発を行いま 

す。 


